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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　本論文は、デトロイト市の経験を中心に、米国における地方自治体の財政破綻の事例を積み上げ、破綻が
生じた背景と経緯について詳細に検討している。そこでは事実関係を単に記述するのではなく、米国におけ
る州・地方の財政制度の特性を踏まえたうえで、基本となる考え方や、制度がどのように運用されているか
の詳細を掘り起こし、シナリオとして再構成するとともに、その帰結について検証が加えられている。
　加えて、本論文は、わが国の地方自治体の財政再建制度のあり方についても検討している。わが国の研究
者のなかには、地方自治体の財政破綻に対処する方法として、市場による規律を求める考え方が根強い。と
ころが、本論文の主張は、デトロイト市等の事例に照らすと、債務調整を認めることが地方自治体のモラル
ハザードを引き起こす危険性が高いというものである。債務調整を前提としないわが国の現行の自治体財政
健全化法に基づく財政再建の仕組みは、デトロイト市などの事例に比較して、むしろ地方自治体にとって厳
しい仕組みであり、モラルハザードを抑制しつつ、債務調整に伴うコストを生じさせず、自治権の制限を最
小限にとどめるなどの点で、より妥当であることが論証されている。
　本論文は、以上のように、米国におけるデトロイト市を中心にそのほかの近年の事例も含めて、地方自治
体の財政再建の進め方に関して、その運用例の実態を明らかにすることと、米国流の債務調整の事例を踏ま
えて、債務調整を前提としないわが国の地方自治体の財政再建の法的枠組みの優位性を論証することとの２
つの柱からなっている。それらは、いずれも政策的含意という意味で重要な論点である。
　本論文は、学術論文の形式を踏まえて記述されている。多くの先行研究にあたり、それらの学術的成果を
踏まえて、新たな学術的貢献を示そうとしている。参考文献の引用や掲載の仕方も学術論文の形式に則った
ものである。
　また、デトロイトを始め、米国の地方自治体の財政破綻に関する多様な論考や、デトロイト市の債務調整
計画等に係る一次資料などの膨大な文書を丁寧に読み解いたうえで、事実関係を単純に羅列するのではな
く、それを体系的に編集して、いくつかのシナリオを引き出している。代表的なものでは、米国の自治体の
財政破綻の制度の運用が近年どのように進化しているか、デトロイトの財政破綻処理を実現した背景とその
推進力、異例ともいえる早期に決着した要因とそのことの功罪はなにか、さらには夕張市の事例に照らすと
わが国で債務調整を実施した場合、そのコストが膨大なものとなること、などである。そこから引き出され
た知見はきわめて価値の高いものである。
　本論文は、400頁を超える大著であり、引用した資料や関連文献の多さを踏まえると、地方自治体の財政
再建制度のあり方を研究するうえで、今後、必読の文献と位置づけられるであろう。地方財政研究における
資料的な価値が高く、学術的財産ともいえるものである。
　以下、特に、本論文の中心的主張の内容について論評する。本論文では米国の地方自治体の財政破綻とし
てデトロイト市の事例とそれに先立つ2008年以降の４つの地方自治体の財政破綻事例を比較し、同市の事例
の特徴を分析している。そこで明らかにされていることは、ミシガン州が地方自治体の自治権を尊重する憲
法規定を持っていたことが、市長の裁量権を制約することとなり、それが市の効率的な財政運営を妨げる遠
因になっていたこと、州が地方自治体の財政健全化を促す法的な規制を設けていたにもかかわらず、そこに
抜け穴が多く、そのことでデトロイト市における財政悪化の歯止めを効かなくしていたことや、デトロイト
市の経済発展と衰退の歴史的経緯に基づく独特の政治的背景が、デトロイト市の財政破綻の原因となったこ
となどである。また、デトロイト市の財政再建にあたっては、大幅な債権カットを伴う債務調整を断行する
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ために、州が強権を発動して、それを可能にする財政再建の枠組みを形成し運営した。そのことが成功した
のは、州知事自身や、州知事が任命してデトロイト市に派遣した緊急事態管理官、および全体の進行役となっ
た連邦破産裁判所の判事等の属人的な働きによるところが多く、迅速な債務調整案の作成によって早期に再
生を果たすことが最優先されたという経緯があったことが浮き彫りにされている。
　その反面、多くの債権者の利益が損なわれ、自治権の侵害といえるほど強権が発動されたことの問題点、
さらにはデトロイト市と債権者の双方がそれぞれ多額の弁護士費用を支払ったこと等を含めると、財政再建
のために多大なコストが発生している。また、デトロイト市の再生プロセスに連邦破産裁判所が従来のフェ
デラリズムの考え方を越えて、積極的に関与したことの意義と疑問点も、本論文が指摘する重要事項である。
　このように、デトロイト市の財政再建が、米国の地方自治体の財政破綻の事例では最大規模の都市であっ
たことにとどまらず、再生プロセスや債務調整案の内容が特徴的であったことを、本論文は明らかにした。
米国においてもデトロイト市の財政再建に関して、多くの論考が発表されているが、いずれも再生プロセス
の一部に関する、どちらかといえば技術的な分析が中心であって、本論文のように、再生プロセス全体を俯
瞰して、地方自治体の財政再建制度の運営のあり方を検討した論考は、米国においてもほとんど見られない。
　一方、本論文は、わが国の学会において支持されがちな、債務調整を積極的に導入して、市場による財政
規律を促すことをよしとする考え方に対して、デトロイト市等の事例をもとに、真っ向から異を唱えたもの
である。米国の地方自治制度では、フェデラリズムの伝統が強く、連邦による州や州内自治体への関与が限
定されていることが、わが国との違いである。そのこともあって、地方自治制度に対する制度インフラの強
度が全体として十分でなく、わが国のように地方自治体の財政悪化を事前に食い止める事前統制を働かせよ
うとしても、制度的基盤が脆弱であって果たし得ない。これまで、地方自治体の財政破綻に対して債務調整
を適用した例が多数あるのは、それ自体が望ましいからというのではなく、最終的にはそれしか方法がない
ということであろう。本論文は、債務調整を導入することで、地方自治の侵害と多大なコストが発生するこ
とに鑑みれば、現実の事例研究に照らすと、わが国に自治体財政健全化法のような債務調整なしに、一定の
自治権を留保しながら財政再建を進める仕組みの優位性は揺るがないと主張している。
　そのことは、自治体財政健全化法において、制度創設以来の唯一の財政再生団体である夕張市の再生プロ
セスや、その後の自治体財政健全化法の運用を見ても明らかであるとしている。地方自治体の財政規律をな
いがしろにするモラルハザードという点でも、むしろ米国のように債務調整を導入した場合の方が深刻にな
ることが指摘されている。
　以上のことから、市場による規律付けよりも制度による規律付けの方が有効であり、債務調整に伴うさま
ざまなコストの膨大さや、地方自治の確保という点からも効果的であることが立証されている。早期健全化
と債務完済の徹底を特長とするわが国の自治体財政健全化法は、米国の地方自治体の財政破綻の教訓を先取
りした内容であると評価されている。
　当審査委員会は、このような本論文の内容やその主張に対して、厳格に査読した上で、論文内容に関する
口頭試問を実施した。さまざまな質問に対して、申請者はいずれも明解な回答を行い。それらは満足すべき
ものであった。
　審査のなかで、本論文の検証は具体的であり客観的な分析が行われているものの、その結果を強化するた
めに、記述統計以外にも、統計的手法に基づく数量分析があればなお評価が高いのではないかという意見が
あった。また、デトロイト市の破たん事例について、債務を中心に分析されている反面で、財政運営全体に
対する目配りが不十分ではないかという指摘もあった。ほかにも、債務調整の導入を否定する論理展開を行
う際に、夕張市の事例に関して、もう少し突き放した視点で論評すべきではないかという意見もあった。し
かしながら、それらの指摘は、今後の申請者の研究活動において十分対応できるものであり、申請論文の学
術的な価値を損なうものではない。
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　本論文は、既刊書としていくつかの書評を受けているが、複数の大学教員の評者によっていずれも高い評
価が与えられている。また、日本地方財政学会が設けている学会賞である佐藤賞が、2018年度に本論文に対
して授与されている。申請者は、現在は地方公務員の職にあるが、今後も、学会等を通じて研究活動を継続
する意思を示している。
　以上の諸点を踏まえて、申請者が、本学学位規程第14条に記載される「専攻分野について研究者として自
立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を有する」ことを確認するこ
とができた。 以上により、当審査委員会は委員の全会一致をもって、本論文提出者の犬丸淳氏が博士（経済学）
を授与されるに足る十分な資格を有するものと認めるものである。
